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１  予算編成の基本的考え方 

 

《予算編成方針》 

 

 

平成 20 年度予算は、 

『 ～子どもたちと高齢者への応援歌～ 

新生文京の第一幕を奏でる予算 』 

と位置付け、次の点を基本に編成しました。 

 

・重点的に推進すべき優先度の高い施策を重点施策として展開し、文京 

区基本構想の着実な実現を目指していく。 

・特に「子育て支援施策」と「高齢者施策」を最重点施策として取り組 

んでいく。 

  

- 1 - 



２  予算規模 

 
 ○ 一般会計の予算規模は、前年度に比べ 3.6％増の 638 億 2,800 万円とな 

りましたが、第五・第七中学校統合に伴う整備（20 年度：21 億 5,300 万円、

19 年度：7 億 3,500 万円）による影響を除くと 1.3％の増となっています。

    
 ○ 国民健康保険特別会計の予算規模は、後期高齢者医療制度の開始に伴う 

経費減などの影響により、前年度に比べ 1.9％減の 179 億 9,000 万円とな 
りました。 

 
 ○ 老人保健特別会計の予算規模は、老人保健制度の廃止に伴い、前年度に 

比べ 88.4％減の 16 億 2,100 万円となりました。 
 
 ○ 介護保険特別会計の予算規模は、高齢者人口の増加等により、前年度に 

比べ 1.7％増の 107 億 1,400 万円となりました。 
 
 ○ 後期高齢者医療特別会計の予算規模は、後期高齢者医療制度の開始により、

38 億 9,600 万円となりました。 
 

 
（単位：百万円、％） 

会   計 20 年度 19 年度 増 減 額 増 減 率 

一 般 会 計 ６３，８２８ ６１，６２２ ２，２０６ ３．６

 
第五・第七中学校統合

に伴う整備による影響

を除く 
６１，６７５ ６０，８８７ ７８８ １．３

国民健康保険特別会計 １７，９９０ １８，３４３ △３５３ △１．９

老 人 保 健 特 別 会 計 １，６２１ １３，９４５ △１２，３２４ △８８．４

介 護 保 険 特 別 会 計 １０，７１４ １０，５３６ １７８ １．７

後期高齢者医療特別会計 ３，８９６ ― ３，８９６ 皆増

合      計 ９８，０４９ １０４，４４６ △６，３９７ △６．１

重 複 控 除 額 ６，２４１ ５，５１０ ７３１ １３．３

差 引 純 計 額 ９１，８０８ ９８，９３６ △７，１２８ △７．２
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【予算規模の推移】

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

722 677 606 613 635 605 734 616 638

100 94 84 85 88 84 102 85 88

〔参考〕

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

849,871 826,524 812,300 817,891 821,109 821,829 796,860 829,088 830,613

100 97 96 96 97 97 94 98 98

59,880 62,060 59,078 57,295 57,080 58,540 61,720 66,020 68,560

100 104 99 96 95 98 103 110 114

889,300 893,071 875,666 862,107 846,669 837,687 831,508 831,261 833,900

100 100 98 97 95 94 94 93 94

＊いずれも当初予算（計画）ベースの数値（地方財政計画の平成20年度は現時点では概数）です。
＊下段の数値は，平成12年度を１００とした場合の指数です。

（単位：億円）

（単位：億円）

文京区

国
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計画
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文京区の予算規模の推移（一般会計当初予算）

五中・七中
統合校整備
21億5,300万円

都市計画公
園用地取得
122億円住民税減税補て

ん債一括償還
30億4,500万円

住民税減税補て
ん債一括償還
6億1,800万円

五中・七中
統合校整備
7億3,500万円
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３  歳    入（一般会計） 

 
 ○ 特別区税は、納税義務者数の動向による増、所得水準の変動による減 

などにより、前年度に比べ 1.6％増の 281 億 7,900 万円となりました。 
 
○ 地方特例交付金は、恒久的な減税に係る補てん措置である特別交付金の 
交付基準の変更による減が見込まれるため、前年度に比べ約 1／２の大幅 
な減となりました。 

 
○ 特別区交付金は、市町村民税法人分などの調整三税の伸びが期待できる 
ことから、前年度に比べ 4.0％増の 156 億円を見込みました。 

 
 

（単位：百万円、％） 

区   分 20 年度 19 年度 増 減 額 増 減 率 

一 般 財 源 ４８，９４４ ４８，０８０ ８６４ １．８

特 別 区 税 ２８，１７９ ２７，７３０ ４４９ １．６

地 方 譲 与 税 ３５０ ３６０ △１０ △２．８

地 方 特 例 交 付 金 ２８０ ５２５ △２４５ △４６．７

特 別 区 交 付 金 １５，６００ １５，０００ ６００ ４．０

財政調整基金繰入金 ０ ０ ０ ―

 
 
 

そ の 他 収 入 ４，５３５ ４，４６５ ７０ １．６

特 定 財 源 １４，８８４ １３，５４２ １，３４２ ９．９

国 庫 支 出 金 ４，７６４ ４，５２９ ２３５ ５．２

都 支 出 金 ２，４５６ ２，３４８ １０８ ４．６

特 別 区 債 ４００ ０ ４００ 皆増

特定目的基金繰入金 ２，２５１ １，７２７ ５２４ ３０．３

 
 
 
 

そ の 他 収 入 ５，０１３ ４，９３８ ７５ １．５

合   計 ６３，８２８ ６１，６２２ ２，２０６ ３．６
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歳入予算　総額６３８億２，８００万円 率は構成比を表す・（　　　）内は前年度

特定財源
148億8,400万円

23.3%(22.0%)

一般財源
489億4,400万円

76.7%(78.0%)

地方譲与税
3億5,000万円
0.5％　（0.6%）

特別区交付金
156億円
24.4％　（24.3%）

地方特例交付金
2億8,000万円
0.4％　（0.9%）

その他収入
45億3,500万円
7.2％　（7.2%）

国庫支出金
47億6,400万円
7.5％　（7.4%）

都支出金
24億5,600万円
3.8％　（3.8%）

特定目的基金繰入金
22億5,100万円
3.5％　（2.8%）

その他収入
50億1,300万円
7.9％　（8.0%）

特別区税
281億7,900万円
44.2％　（45.0%）

特別区債
4億円
0.6％　（0.0%）
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４  歳    出（一般会計） 

 
 ○ 人件費は、新行財政改革推進計画などによる職員数の減及び再任用職員 

の増などにより、前年度に比べ 0.1％の減となりました。 
  
〇 扶助費は、社会保障関係経費の増加傾向に伴い、前年度に比べ 4.7％伸び、

6 年連続の増となっています。 
 
○ 公債費は、平成 14 年度発行の住民参加型市場公募地方債の一括償還  
（5 億円）など計画的な償還により、前年度に比べ 16.7％の減となりました。

 
○ 投資的経費は、第五・第七中学校統合に伴う整備等を行うことにより、 
前年度に比べ 49.8％の大幅な増となりました。 

 

 

（単位：百万円、％） 
区   分 20 年度 19 年度 増 減 額 増 減 率 

 義 務 的 経 費 ３３，１２２ ３３，４２４ △３０２ △０．９

人 件 費 ２０，２９９ ２０，３２０ △２１ △０．１

職 員 給 与 費 １５，１９１ １５，３１４ △１２３ △０．８

退 職 手 当 １，７７６ １，９４２ △１６６ △８．５

 
 

そ の 他 ３，３３２ ３，０６４ ２６８ ８．７

扶 助 費 ９，３２９ ８，９０８ ４２１ ４．７

 

公 債 費 ３，４９４ ４，１９６ △７０２ △１６．７

投 資 的 経 費 ６，２７２ ４，１８７ ２，０８５ ４９．８

性

質

別

内

訳 
 
 

そ の 他 ２４，４３４ ２４，０１１ ４２３ １．８

 議 会 費 ６２３ ６１８ ５ ０．８

総 務 費 ９，４６１ ９，４８３ △２２ △０．２

区 民 費 ３，２６６ ３，１４９ １１７ ３．７

産 業 経 済 費 ８３９ ８００ ３９ ４．９

民 生 費 ２３，００７ ２１，６４０ １，３６７ ６．３

衛 生 費 ３，０６２ ３，２２７ △１６５ △５．１

都 市 整 備 費 ３，２３８ ２，８２４ ４１４ １４．７

土 木 費 ３，５２８ ３，４２０ １０８ ３．２

資 源 環 境 費 ３，８５６ ３，６７２ １８４ ５．０

教 育 費 ９，０１２ ８，２４６ ７６６ ９．３

諸 支 出 金 ３，８３６ ４，４４３ △６０７ △１３．７

 
 
 
目

的

別

内

訳 

予 備 費 １００ １００ ０ ０．０

合   計 ６３，８２８ ６１，６２２ ２，２０６ ３．６
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歳出予算　総額６３８億２，８００万円 率は構成比を表す・（　）内は前年度

【性質別内訳】

【目的別内訳】

その他
244億3,400万円
38.3％ (39.0%)

投資的経費
62億7,200万円
9.8% (6.8%)

公債費
34億9,400万円
5.5% (6.8%)

扶助費
93億2,900万円
14.6% (14.4%)

退職手当
17億7,600万円
2.8% (3.2%)

職員給与費
151億9,１00万円
23.8%  (24.8%)

議会費  6億2,300万円　1.0% (1.0%)

総務費 94億6,100万円
14.8% (15.4%)

区民費 32億6,600万円
5.1% (5.1%)

産業経済費　8億3,900万円
1.3% (1.3%)

民生費
 230億700万円
 36.1% (35.1%)

衛生費
 30億6,200万円
 4.8% (5.2%)

都市整備費
 32億3,800万円
 5.1% (4.6%)

土木費
 35億2,800万円
 5.5% (5.5%)

資源環境費
 38億5,600万円
 6.0% (6.0%)

教育費
 90億1,200万円
 14.1% (13.4%)

諸支出金
 38億3,600万円
6.0% (7.2%)

予備費　1億円　0.2% (0.2%)

太枠内は
義務的経費

その他人件費
33億3,200万円
5.2% (5.0%)
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５ 平成 20 年度予算のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

○育児と仕事の両立支援 
○子育ての心理的不安の解消 
○子育ての経済的負担の軽減 

 
 
子育て家庭が、安心して子どもを生み育てることができるよう、３つ 

の視点から子育てを支援します。 

子育て支援の充実 

 

 

 

 

 

 

○高齢者が地域で安心して暮らせるための施策の推進 
○ノーマライゼーションの理念に基づいた障害者施策の推進 

 
 
 高齢者や障害者が地域で安心して自立した生活を実現するための取組 

を更に推進します。 

高齢者・障害者の福祉の充実

 

 

 

 

 

 

 

○学力向上支援事業の充実と個性・能力に応じた教育の推進 
○特別支援教育の推進 
○特色ある学校づくり 

 
 
児童・生徒一人ひとりの多様なニーズに応えるため、区立小・中学校 

をより魅力ある学校にするとともに、学校全体の水準の維持・向上を 

図ります。 

教育施策の推進 

- 8 - 



 

 

 

 

 

 

 

○生活習慣病等の予防 
○安心できる地域保健医療体制等の充実 

 
 
 すべての区民がいつまでも健やかに暮らせるために、こころと体の健康 

づくりを推進します。 

健康づくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

○町会・自治会への支援 
○中小企業経営の安定化への支援 
○商店街の活性化への支援 

 
 
 町会・自治会等の区民の自立的な活動を支援するとともに、区内中小企 

業の振興や商店街の活性化のための支援を行います。 

地域自治活動と地域産業活性化への支援

 

 

 

 

 

 

 

○安全で安心して快適に暮らせるまちづくりの推進 

○災害に強いまちづくりの推進 

 
 
 区民が安全で安心して快適に暮らすことができる地域社会を目指して、 

事件・事故など不測の事態に備える体制づくりや災害に強いまちづくり 

を進めます。 

安全で安心なまちづくりの推進 
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凡例
             

○新 ：新規事業、（ ）：平成 19 年度予算額
 

 

（１）子育て支援の充実 

 

  ○育児と仕事の両立支援 

   ・公立保育園定員改定○新                        １百万円（ － ） 

 １０人程度の定員増を図り、備品、消耗品を整備します。 

<男女協働子育て支援部保育課> 

 

   ・家庭福祉員《保育ママ》運営補助の充実    ３７百万円（２５百万円） 

家庭福祉員《保育ママ》を現在の１０人から１２人に増やすとともに、

備品を更新します。             <男女協働子育て支援部保育課> 

 

 ・認証保育所の開設支援○新                     ３１百万円（ － ） 

     平成２１年中に開設予定の認証保育所（Ａ型）の設置事業者に対し、開

設に必要な経費の一部を助成します。      <男女協働子育て支援部保育課> 

など 

 

○子育ての心理的不安の解消 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
               <男女協働子育て支援部保育課>

・緊急一時保育の拡充             ９７百万円（３０百万円）

   家庭内で子育てに携わる保護者を支援するため、現在４つの保育園で

実施している『緊急一時保育事業』を、公設公営の全保育園(１７園)で

実施します。 

１ 対  象 保護者の病気・出産・看護等の理由により、一時的に保育

に欠ける小学校就学前の児童 

２ 定  員 各園２名（既実施園は３名） 

３ 保育期間 １ヶ月以内（最大３ヶ月まで延長可） 

４ 実施時期 平成２０年５月（予定）～ 

 

 

   ・子育てひろばの土曜開所              ７百万円（４百万円） 

子育てひろばを土曜日も開所します。また、親子を対象にした子育てに

関する講習を月１回実施します。     <男女協働子育て支援部子育て支援課> 
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など 

 

○子育ての経済的負担の軽減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<男女協働子育て支援部児童青少年課> 

・認証保育所保護者負担額への助成○新            ５０百万円（ － ）

区内に在住する子どもを扶養する世帯の東京都認証保育所に在園する

子の保育料の一部を助成します。 

１ 対  象 東京都認証保育所に月１６０時間以上在園する子の保育

料 

２ 内  容 １子につき月２万円を助成する。 

３ 助成申請 保護者の申請による。 

４ 実施時期 平成２０年４月～ 

                       <男女協働子育て支援部保育課> 

・乳幼児親子ふれあい教室《児童館幼児クラブ活動》の充実 

５百万円（１百万円）

全児童館（１６館）において、快適で安全な親子（乳幼児とその保護

者）の居場所を提供し、親子で触れ合うプログラムや講座などを実施し

ます。 

１ 対  象 乳幼児とその保護者 

２ 内  容 遊具、絵本、ベビーベッド、おむつ交換台などの設備を充

実するとともに、親子リトミック、子育て講座、身体測定、

おはなし会、お遊戯会、お誕生日会などのプログラムの充

実を図る。 

３ 実施時期 平成２０年４月～      

 

 

・妊婦健康診査の公費負担拡充       １２７百万円（２３百万円） 

妊婦健康診査の受診にかかる公費負担の回数を、現行の２回から１４回

に増やします。                  <保健衛生部健康推進課> 

【保健衛生部保健予防課】 

など 

（２）高齢者・障害者の福祉の充実 

 

  ○高齢者が地域で安心して暮らせるための施策の推進 

 

・介護保険相談窓口運営の充実          ７百万円（６百万円） 

介護保険の相談窓口の体制を充実します        <福祉部介護保険課> 

【介護保険部介護保険課】 
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・シルバーピア管理運営の充実        ２８百万円（２２百万円） 

区立のシルバーピア（４棟７６戸）の冷暖房設備や電磁調理器などの計

画的な修繕を行います。               <都市計画部住宅課> 

など 

 

 

○ノーマライゼーションの理念に基づいた障害者施策の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

   【介護保険部高齢者福祉課】

・障害のある中学・高校生の放課後の居場所対策事業○新  １９百万円（ － ）

障害のある中学・高校生に対する放課後の活動の場の確保と必要な施設

改修を、社会福祉法人文京槐の会に委託して行います。 

１ 内  容 特別支援学校や区立中学校の特別支援学級に通う中学生及

び高校生の活動の場を確保するとともに、日常的な生活支

援を行う。  

２ 定  員 ５名（１日あたり） 

３ 実施時期 平成２０年７月～ 

              <福祉部障害福祉課>

【福祉部障害者福祉課】

・（仮称）シルバーお助け隊事業○新                １百万円（ － ）

高齢者等の日常生活でのちょっとした困りごとを援助するため、シル

バー人材センターの会員を派遣します。 

１ 対 象 者 区内に在住の７０歳以上の高齢者のみの世帯、障害者と高

齢者のみの世帯、障害者のみの世帯 

２ 内  容 ３０分程度でできる軽易な困りごとで、継続性のないもの

（例：蛍光灯や電球の交換、水道のパッキングの交換、家

具や荷物の移動など） 

３ 利用方法 高齢者等が直接、シルバー人材センターに申し込む。 

（受付：平日朝９時～夕方５時） 

  ４ 本人負担金 ① １回３００円 

② 修理・部品交換等で必要となった材料費（電球・水道

のパッキングなど） 

５ 実施時期 平成２０年９月～（予定） 

<福祉部高齢福祉課>
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・心身障害者（児）短期保護事業○新              １０百万円（ － ） 

心身障害者の短期保護事業を実施している藤の木荘を改修して利用者

環境の改善とサービスの向上を図ります。       <福祉部障害福祉課> 

                          【福祉部障害者福祉課】 

 

   ・児童デイサービス事業利用者負担額の無料化○新   

                          ２百万円〔一般財源〕（ － ） 

福祉センターで行っている児童デイサービスの利用者負担額を無料に

します。                      <福祉部福祉センター> 

など 

 

（３）教育施策の推進 

   

○学力向上支援事業の充実と個性・能力に応じた教育の推進 

 

   ・「文の京」学ぶ力レベルアップ推進校の拡充  １５百万円（１０百万円） 

各学校が、児童・生徒の学力向上を図る企画を立案・実施する「文の京」

学ぶ力レベルアップ推進校の対象校を、小学校を５校増やし、中学校全校、

小学校１０校に拡大します。             <教育推進部教育指導課> 

 

 

        <教育推進部教育指導課>

・教科担任制・複数担任制推進校の拡充    ２４百万円（１２百万円）

小学校において、学校規模に応じた教育の質の向上と児童の学力の向

上を図るため、学級数の多い学校の高学年を中心に「教科担任制」を実

施し、教科の専門性を活かした教育を推進するとともに、学級数の少な

い学校では「複数担任制」を導入し、きめ細かい指導を実現します。 

  １ 実 施 校 <教科担任制>３校（誠之・千駄木・本郷）に２校（窪町・

昭和）を加え５校に拡大する。 

<複数担任制>３校（礫川・柳町・汐見）に３校（指ヶ谷・

大塚・根津）を加え６校に拡大する。  

  ２ 実施方法 <教科担任制>１人の非常勤講師を週１６時間配置 

<複数担任制>２人の非常勤講師を週１２時間配置 

  ３ 実施時期 平成２０年４月～（現在実施校は、平成１９年４月から実

施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

など 
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○特別支援教育の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特別支援教育推進モデル校の設置○新             １０百万円（ － ）

   特別支援教育体制での具体的な学校運営・学級運営のあり方を検討し、

特別支援教育の一層の向上、充実を図るため、『特別支援教育推進モデル

校』を設置します。  

  １ 内  容 特別支援学級の規模を拡大し、通常学級に在籍する特別な

支援が必要な児童・生徒に対して支援を行う形と、特別支

援学級がなく校内通級のような形の２つのモデルを比較

して、その良さや課題を検証する。 

２ 実施方法 区立小学校から特別支援学級設置校１校、未設置校１校

を、区立中学校から未設置校 1校を特別支援教育推進モデ

ル校に選定し、前者に２名、後者に１名の非常勤講師を配

置する。 

  ３ 期  間 ２年間 

      <教育推進部教育指導課>

・特別支援教育支援員の全小・中学校への配置○新    ８３百万円（ － ）

   区立小・中学校の特別な支援が必要な児童・生徒に対して、学校での

日常生活の介助や学習活動のサポートを行う『特別支援教育支援員』を

全校に配置します。      

１ 実施方法 全区立小・中学校に１名ずつ非常勤の特別支援教育支援員

を配置 

２ 実施時期 平成２０年４月～（区立小学校１２校は平成１９年１０月

から先行導入） 

   ＊特別支援教育支援員は、文部科学省が推進している事業であり、校長等と

連携の上、児童・生徒に対する基本生活習慣確立のための日常生活の介助、

学習支援などの職務を担う。 

<教育推進部教育指導課>

など 
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○特色ある学校づくり 

    

・第五中・第七中統合に伴う整備   ２，１５３百万円（７３５百万円）

   平成２１年度の第五中学校と第七中学校の統合に向けて、旧教育セン

ター敷地に新校の校舎を整備します。 

   統合校のグラウンドについては、平成２１年度に第七中学校跡地に、

別途整備します。 

１ 規 模 

(1) 建物規模    地下２階地上６階 

(2) 建物延べ床面積 ８，５４７㎡ 

(3) グラウンド面積 第七中学校跡地 約７，２００㎡ 

２ 場 所  

文京区大塚一丁目９番  

３ 校舎建設スケジュール 

平成１９年１０月着工 

平成２１年８月竣工予定 

４ 統合スケジュール 

(1) 平成２１年４月に両校を統合する。 

(2) 統合校の整備後、平成２１年９月に新校舎へ移転する。 

<教育推進部学務課>

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・第五中・第七中統合に向けた課外活動推進事業○新     ２百万円（ － ） 

  第五中・第七中学校統合校の部活動等の課外活動に外部の人材を活用し、

より専門性の高い指導を行います。         <教育推進部教育指導課> 

 

・区立小・中学校将来ビジョンの策定         １０百万円（１百万円） 

     学校教育の充実を図るため、学校の適正配置等の区立小・中学校の将来

ビジョンを策定します。            <教育推進部教育改革担当課> 

など 

 

（４）健康づくりの推進 

 

○生活習慣病等の予防 

 

・各種がん検診《乳がん・子宮がん・胃がん・大腸がん》の拡充 

２９９百万円（２３６百万円） 

がんの早期発見・早期治療を図るため、がん検診の受診体制等を拡充し

ます。                      <保健衛生部健康推進課> 

【保健衛生部保健予防課】 
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・特定健康診査・特定保健指導○新              １９３百万円（ － ） 

    高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、文京区国民健康保険が実施

する特定健康診査・特定保健指導に準じて、４０歳以上の医療保険に加入

していない区民などに対し、健康診査と保健指導を行います。  

  <保健衛生部健康推進課> 

【保健衛生部保健予防課】 

など 

 

○安心できる地域保健医療体制等の充実 

 

 <保健衛生部生活衛生課>

・地域医療相談事業《（仮称）地域医療相談窓口の開設》○新  

４百万円（ － ）

医療の安全と区民に良質な医療を提供するために、医療等に係る区民

の相談窓口《(仮称)地域医療相談窓口》を開設します。   

１ 内  容 医療等に関する区民の相談に対する助言と診療所等の医

療を提供する施設に対する助言、情報提供を行う。 

２ 実施方法 電話を基本とした相談事業 

      （看護師が助言・情報提供を行う。） 

３ 実施時期 平成２０年１０月～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・緊急麻しん対策○新                          ２９百万円（ － ） 

麻しんの流行を抑制するため、国の緊急対策を踏まえ、中学１年生と高

校３年生を対象に定期予防接種を実施します。    <保健衛生部予防対策課> 

【保健衛生部保健予防課】 

 

・新型インフルエンザ対策○新                    １８百万円（ － ） 

人類が免疫を持たない新型インフルエンザの発生に備え、健康被害を最

小限にとどめるために、対応マニュアルの作成、発熱センター設置準備、

防護服等の整備を行い、感染拡大を防止する体制を構築します。 

 <保健衛生部予防対策課> 

【保健衛生部保健予防課】 

など 
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（５）地域自治活動と地域産業活性化への支援 

   

○町会・自治会への支援 

    

・町会・自治会事業補助の充実        ２１百万円（２０百万円） 

    町会・自治会が実施する事業への補助を充実します。   <区民部区民課> 

など 

 

○中小企業経営の安定化への支援 

 

・中小企業等資金融資あっせん・利子補給 ４７９百万円（４５３百万円） 

  区内中小企業者に対する融資あっせん及び借入金返済の負担軽減を図

るための利子補給を充実します。             <区民部経済課> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                <保健衛生部生活衛生課>

・（仮称）出会いの湯《公衆浴場需要対策補助》○新     １４百万円（ － ）

 公衆浴場を利用する区民の拡大を図るため、浴場自らが企画・実施す

る地域コミュニティや区民の健康活性化に資する特色ある事業に対し、

事業経費の一部を補助します。 

１ 対 象 区内の１４浴場で実施するイベント等 

２ 規 模 １浴場あたり、１事業につき１０万円まで（１０事業まで）

を基本とし、１浴場あたり年間１００万円を限度とする。 

など 

 

○商店街の活性化への支援 

 

・商店街販売促進事業補助          ３８百万円（３１百万円） 

     各商店街が独自に行う催事等の企画及び事業に対する補助を充実します。 

 <区民部経済課> 

など 

 

（６）安全で安心なまちづくりの推進 

   

○安全で安心して快適に暮らせるまちづくりの推進 

    

・コミュニティ道路整備《整備計画の策定》    ９百万円（６百万円） 

人と車との調和を図ることを目的とした「コミュニティ道路」の整備を

進めるため、協議会を設立し、整備計画を策定します。   <土木部道路課> 
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   ・幼児・児童用ヘルメット助成事業の対象拡大   ４百万円（２百万円） 

     幼児・児童の自転車乗車時のヘルメット着用を普及させるため、ヘルメ

ット購入費用の助成対象者を幼児までから児童までに拡大します。 

<土木部管理課> 

 

・サーマルリサイクル本格実施に係る確実な周知 １０百万円（９百万円） 

平成２０年１０月本格実施予定の廃プラスチックのサーマルリサイク

ル導入にあたり、区民に対して十分な周知（住民説明会・ポスター・パン

フレットの作成等）を行います。   <資源環境部リサイクル清掃課・文京清掃事務所> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    <土木部道路課>

・路上喫煙禁止地区支援事業の拡大       ２１百万円（７百万円）

迷惑喫煙行為によるたばこのポイ捨てややけど等の被害をなくし、安

全で安心なまちづくりを目指すため、安全・安心まちづくり条例による

『路上喫煙禁止地区』を新たに指定し、地域住民との協働による街頭キ

ャンペーンなどを行いながら、喫煙マナーの向上を推進します。 

  １ 内  容 

   (1) 路上喫煙禁止地区周辺の活動支援・地域住民等と行政との協働に

よる通勤時間帯の街頭キャンペーン・巡回指導員による地区内に

おける喫煙者に対する指導 

   (2) 新規指定地区の検討 

地域との協働により、地区の特色を生かした活動方法等を検討す

る。 

  ２ 路上喫煙禁止地区 

    ・春日・後楽園・飯田橋・水道橋駅周辺 

    ・平成２０年度に新たに 1地区（湯島・本郷地区）を指定する予定

<資源環境部路上喫煙対策担当課>

【資源環境部環境対策課】

・バリアフリーの道づくり《ユニバーサルデザインブロックの設置》 

５百万円（ － ）

   歩道の巻き込み部に、ユニバーサルデザインブロック《ＵＤブロック》

を設置し、高齢者、障害者、ベビーカー利用者等を含むすべての人が安

全・快適に利用できるよう、バリアフリーの道づくりを推進します。 

  １ 内  容 病院、障害者施設等周辺の歩道に設置する。 

  ２ 規  模 年間平均３０箇所に設置する。 

  ３ 実施時期 平成２０年度４月～ 

    ＊ユニバーサルデザインブロック《ＵＤブロック》は、歩車道境界ブロック

に車いすの幅に合わせた溝があり、車いすの利用者はスムースに通行で

き、目の不自由な方は歩車道の境界を判別することができるもの     
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   ・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の全幼・小・中・校外施設への配置○新  

４百万円（ － ） 

全ての幼稚園、小・中学校、岩井学園及び校外施設（柏学園・少年自然

の家八ヶ岳高原学園）にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を配置します。 

<教育推進部学務課> 

など 

○災害に強いまちづくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 
<総務部防災課>

・避難所運営協議会の設立の促進         ７百万円（１百万円）

災害発生後、地域住民等により速やかに避難所を開設し、運営するた

め、平時から地域住民が主体となって避難所の活用方法や役割分担等の

検討を行うとともに、避難所の実践的な運営訓練を実施する『避難所運

営協議会』を設立します。 

  １ 内  容 

    各避難所において、組織づくりや各種訓練を実施しながら、平成

２１年度までに、区内３２か所（区立小・中学校等）の全避難所に

避難所運営協議会を設立する。なお、協議会の設立を進めるために、

コーディネーターとして新たに防災の専門家を活用し、協議会の必

要性や訓練手法等の提案、検討を行っていく。 

  ２ 組  織 

    協議会は、区民防災組織の役員、民生・児童委員、学校ＰＴＡ役員、

防災リーダー、学校長等をメンバーとして設立する。 

  ３ 実  績 

    平成１９年度からモデル的に避難所運営協議会を設立している。 

《現在５か所設立》 

 

 

・備蓄資器材整備の充実            ２３百万円（３百万円） 

  避難所に備蓄している資器材を整備するとともに、新たに目白台運動

公園内に備蓄倉庫を設置します。             <総務部防災課> 

    

・耐震診断費用助成の充実           １４百万円（６百万円） 

  マンションに対する耐震診断費用の助成を２件から１０件に拡大する。 

 <都市計画部建築課> 

 

・本駒込西保育園耐震補強その他改修工事○新      ２６２百万円（ － ） 

本駒込西保育園の耐震補強工事を行います。    <施設管理部施設管理課> 
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   ・区有建築物耐震調査等○新             ７０百万円（ － ） 

区有建築物２３施設２４棟の耐震調査を行います。 <施設管理部施設管理課> 

   

  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

など 

<都市計画部地域整備課>

・（仮称）文京区耐震改修促進助成事業○新      ３９百万円（ － ）

災害に強いまちの形成を促進するため、耐震改修が必要な住宅の所有

者の意識啓発を図るとともに、建築物の耐震改修や不燃化に要する費用

の一部を助成します。 

  １ 内  容 

(1) 啓発事業 

  建築物の耐震改修や不燃化を推進するため、耐震改修相談会、コ

ンサルタント派遣、耐震工法の紹介等を行う。 

(2) 助成事業 

<助成対象> 

ア 木造住宅密集地域など建築物の耐震化や不燃化を早急に図る

必要の高い地域内にある昭和 56 年以前に建築された木造住

宅（共同住宅・併用住宅を含む）で、現行の新耐震基準に不

適合な建築物 

イ 上記アに該当する木造住宅を耐火建築物又は準耐火建築物に

建て替える場合 

ウ 準防火地域内にある昭和 56 年以前に建築された木造住宅（共

同住宅・併用住宅を含む）で、現行の新耐震基準に不適合な

建築物 

エ 昭和 56 年以前に建築された非木造住宅（共同住宅・併用住宅

を含む）で、現行の新耐震基準に不適合な建築物 

     <助成内容> 

      ①－ア    耐震化工事と不燃化工事にかかる費用の一部 

      ①－イ    除却工事にかかる費用の一部 

      ①－ウ、エ 耐震化工事にかかる費用の一部 

  ２ 実施期間 

    平成２０年度から平成２７年度までの８年間 

 

＊現在策定中の「文京区耐震改修促進計画」では、平成２７年度までに既存

建築物の耐震改修等を含む耐震化施策を総合的に進め、住宅について耐震

化率を９０％とすることを目標としている。    
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参 考 

《主な増減額》 

                                                                          （単位：百万円） 

項   目 増  減  額 備          考 

新 規 事 業 １，２３８

・認証保育所保護者負担額への助成、（仮称）

シルバーお助け隊事業、特定健康診査・特定

保健指導、（仮称）文京区耐震改修促進助成

事業、特別支援教育支援員の全小・中学校へ

の配置 等 

レ ベ ル ア ッ プ １，１３５

・緊急一時保育の拡充、妊婦健康診査の公費

負担拡充、各種がん検診の拡充、バリアフリ

ーの道づくり（ユニバーサルデザインブロッ

クの設置）、教科担任制・複数担任制推進校

の拡充 等 

事 業 内 容 の 見 直 し 等 △１６９

放課後オアシス運営事業、鴎外記念室運営費

等 

内 部 努 力 の 徹 底 △４３６

 職 員 給 与 費 の 削 減 △４２７

・職員給与費の削減、事務機器等の再リース、

ＩＴリーダー研修等の回数の見直し 等 

事 業 の 完 了 △１，６４７
・ホストシステム再構築関係経費、防災セン

ターシステム更新 等 

普 通 建 設 事 業 費 ２，０８５

・第五・第七中学校統合に伴う整備等の増 
・旧元町小学校解体工事等の減 

合   計 ２，２０６  

（注：普通建設事業費の増減については、一括して集計した。） 
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６  組織及び定数 

（１）主な組織改正 

 

〇福祉部と介護保険部の統合 

介護保険制度、医療制度改革、障害者福祉サービスの今後の動向など、新た

な展開を視野に入れ、『福祉部』と『介護保険部』を統合して、機能的な組

織編制を行います。 

  ＊新組織：福祉部高齢福祉課、障害福祉課、生活福祉課、介護保険課、 

国保年金課、福祉センター 

 

〇政策研究担当組織の設置 

新たな組織として、企画政策部に『政策研究担当課長』を設置します。 

現在、自治体独自の政策形成能力の必要性が高まっており、自治体間競争も

活発化しています。 

そのような状況の中、組織横断的な新たな発想で、多くの政策課題や事例（区

民参画に関する研究等）について調査・研究を行います。 

 

〇国体準備等担当組織の設置 

東京国民体育大会準備、総合体育館の建て替え等準備のため、区民部

に『国体準備等担当課長』を設置します。 

 

〇路上喫煙対策担当組織の設置 

 

路上喫煙対策のため、資源環境部に『路上喫煙対策担当課長』を設置します。

（２）定数 

   ○職員定数（条例定数）削減の推移 

文京区では、平成 12 年度の都区制度改革による清掃事業等の移管後、  
二回の行財政改革推進計画に積極的に取り組み、職員定数（条例定数）を 
平成 20 年度までに 310 人削減しました。 

（単位：人） 

年 度 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

条例定数 2,205 2,175 2,143 2,093 2,050 2,009 1,957 1,922 1,895

削 減 数 △28 △30 △32 △50 △43 △41 △52 △35 △27

平成12年度を

100 とした場

合の指数 

100 99 97 95 93 91 89 87 86

- 22 -  



  
 

 
 
 
 
 
 
 
 

《付 属 資 料》 

 



  
 平成１９年８月２９日 

庁 議 決 定 

平成 20 年度予算編成について  
 

区財政は、新公共経営の考え方に基づく効率的な財政運営を推し進めて

きたことにより、実質単年度収支を良好な状態に維持するとともに、蓄え

としての基金は平成 10 年度の水準を回復するまでになった。  
これからの区政においては、ここ数年の都心回帰による人口増と本格的

な少子高齢社会の到来に対応するための子育て支援施策や高齢者施策の一

層の推進はもとより、安全で安心して快適に暮らせる地域づくりのための

施策、区有施設の計画的な更新など、直面する多様な課題に真っ向から取

り組んでいくことが求められている。  
一方で、この間の三位一体の改革に伴い、国庫補助負担金が削減された

上、平成 19 年度からは特別区民税も減収となった。また、配分割合がア

ップした都区財政調整交付金は、景気の影響を受けやすいことに加え、国

における税制改革の本格的な議論がこの秋以降に予定されており、区財政

を取り巻く環境は決して楽観できる状況にはない。  
こうした中にあって、区財政は、平成 20 年度を初年度とする新たな基

本構想実施計画を着実に推進し、真に区民が求めるニーズに的確に応えら

れるよう、柔軟性と健全性とを堅持していく必要がある。  
このため、引き続き新行財政改革推進計画に確実に取り組みながら、区

民の声に誠実に耳を傾け、常に費用対効果の高い施策を効率的に執行し、

納税者の視点を大切にした財政運営を行っていかなければならない。  
よって、平成 20 年度予算は、中長期的な視点に立ち、下記に定める方

針により編成する。  
記  

 
１ 基本的な考え方  

(1) 重点施策  
平成２０年度予算の編成は、『～子どもたちと高齢者への応援歌～ 

新生文京の第一幕を奏でる予算』と位置づけ、重点的に推進すべき優

先度の高い施策を重点施策として展開し、文京区基本構想の着実な実

現を目指していく。  
特に｢子育て支援施策｣と｢高齢者施策｣を最重点施策として取り組

んでいく。  
  
(2) 枠配分による予算編成  

別紙に掲げる枠配分の手法により、施策全般について区民要望や議

会の動向を的確に把握し、納税者の視点を大切にした予算編成を行う。 
各部は、部内での議論を深め、重点施策を積極的に立案するととも

に、限られた財源の中、主体性と自律性を発揮して予算編成に取り組
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むこと。  
 (3) 新行財政改革推進計画の確実な取組   

平成 20 年度は、この計画の最終年度に当たることを踏まえ、平成

20 年度予算に確実に反映させること。  
また、区有地等の公有財産については、売却を含め有効な活用方法

を検討すること。  
                                       

２ 予算編成の方針  
(1) 経費の見積方針  

  ア 新規事業及びレベルアップ事業については、事業の必要性を厳し

く  
見極め、既存事業の抜本的見直しを行うなど、徹底したスクラッ

プ・アンド・ビルドを前提として経費を見積ること。  
   また、新規事業の予算化に当たっては、必ず事前に事務事業評価

を実施するとともに、原則として、終期を設定すること。  
イ 既存事業については、厳しく実績を踏まえることとし、各事業ご

とに事務事業評価を実施するとともに、決算状況を徹底的に分析し、

原則として、過去 3 か年実績の上限を超える経費の見積りはしない

こと。  
ウ 事務事業評価は、目標、事業コスト、成果などを細かく検証し、

当該事業の必要性を区の施策全般の中で比較検討すること。その際、

区民等との協働、民間委託、廃止、縮小、休止、統合など、あらゆ

る可能性を視野に入れて行うこと。  
エ 各種補助金については、時代状況の変化を踏まえた必要性の検証、

民間との役割分担、費用対効果、補助率の適正化など、個々の事業

ごとに十分に精査・検証し、徹底した見直しを行うこと。  
 また、奨励的な補助金の創設に当たっては、必要性を十分に検証

するとともに、あらかじめ終期を設定すること。  
 
 (2) 内部努力の徹底  

ア 事務事業の実施に当たっては、組織、人事、予算執行などあらゆ

る観点で更に徹底した内部努力を尽くすこと。  
イ 人件費については、引き続き徹底した抑制を図ること。  
ウ 区有施設の整備については、緊急性などの観点から十分精査を行

い、真に必要なものに限ること。  
建設コストについては、計画、建設から維持管理に至るまでの各

段階において、品質確保を踏まえながら、民間活力等を積極的に導

入することにより、コストの縮減に鋭意努めること。その際、将来

の維持管理経費の縮減策を盛り込むこと。  
また、施設等の維持管理経費については、管理運営の一元化を進
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めるなど、更なる縮減に努めること。  
   なお、土木工事についても同様とし、一層のコスト縮減に努める

こと。  
  エ 情報システムについては、住民サービスの向上と業務改革の視点

から、費用対効果を十分検証し、有効性に乏しいシステムは廃止を

含め抜本的に見直すこととし、効率的なシステム運用を行うこと。  
また、経費の見積りに当たっては、既存システムに係る維持管理

経費の一層の削減に努めるとともに、システム構築については、後

年度の負担を含めた費用対効果を明らかにすること。  
 

 (3) 歳入の確保  
  ア 特別区税については、引き続き徴収努力を行い、徴収率の更なる

向上を図ることにより、税収の確保に努めること。  
    特に滞納に対しては、現年度分への早期対応、過年度からの繰越

分については可能な限り滞納整理手法による徴税努力を尽くすこと。 
  イ 国庫支出金及び都支出金については、国や都の予算編成の動向を

踏まえ、区の施策実施上、真に必要と認められるものに関しては、

積極的な確保に努めること。  
  ウ 使用料及び手数料については、受益者負担の適正化を図る観点か

ら、行政サービスのコスト等を正確に把握し、一層の精査を行うこ

と。  
  エ その他の歳入についても、財源を的確に把握し、収入確保に努め

ること。  
 
３ 組織及び職員定数の方針  

(1) 新行財政改革推進計画における組織及び職員配置見直し計画につ

いては、行財政改革推進本部において決定されたものについて実施す

ることとし、未決定のものについても、早期に決定されるように努め

ること。  
 (2) 新規事業の実施又は事務量の増に伴う組織及び所要人員について

は、既存の組織、事業等の見直し、既存施設の運営の見直し等を徹底

することにより対応することとし、組織の増を抑制するとともに、新

たな人員の増は原則として行わないこと。  
また、既存の事務事業についても徹底した見直しを行い、職員配置

の適正化に努めること。  
 (3) 退職者対応については、原則として不補充とし、再任用職員及び再

雇用非常勤職員等を有効に活用することにより対応すること。  
なお、現在、再雇用非常勤職員が配置されている職場については、

その必要性について見直しを行うこと。  
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区 分 予算編成方法及び経費の内容 

枠
配
分
対
象
経
費 

主体的経費 各部に配分される一般財源と自らが積算する特定財源により、

主体的、自律的に予算編成を行う。 
枠配分対象外経費（義務的経費・政策的経費）以外の経費 

義務的経費 各部に一般財源を配分せずに予算編成を行う。 
① 職員給与費及び財政課が指定する職員給与費に準じるもの 
② 法令や条例に基づく扶助費 
③ 特別会計繰出金（財政課が指定するもの） 
④ 分担金負担金（財政課が指定するもの） 
⑤ 公債費 

枠
配
分
対
象
外
経
費 

政策的経費 各部に一般財源を配分せずに予算編成を行う。 
① 重点施策の個別事業として認められた新規事業及びレベル

アップ事業のレベルアップ分に係る経費 
② 事業の立上げ及び再構築により事業規模等が安定していな

い事業費（財政課が指定するもの） 
③ 一定規模以上の施設改修工事費等及び工事に伴う関係経費 
④ 電算システム開発及び情報政策課所管の電算システムの維

持管理費 
⑤ 用地等の取得・処分に係る経費及び区立施設に係る借地料

等 
⑥ 備品購入費（一件 100 万円以上の物品及び車両） 
⑦ 債務負担行為に係る事業費 
⑧ 会計管理室、監査事務局、選挙管理委員会事務局及び区議

会事務局に係る経費 
⑨ 積立金 
⑩ 予備費 
⑪ 臨時的・緊急避難的な措置が必要な事業費（財政課が承認

するもの） 
 

別 紙 
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